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表紙、新型コロナウイルス感染症の対応策について、ライブ配信・事前質問・事前参加申込のご案内

証券コード　6920
2022年９月６日

株主各位
神奈川県横浜市港北区新横浜二丁目10番地１

代表取締役社長 岡林　理

１．日時 2022年９月28日（水曜日）午後３時(受付開始:午後２時)
２．場所 神奈川県横浜市港北区新横浜三丁目４番地

新横浜プリンスホテル　３階　ノクターン
３．会議の目的事項

報告事項 １. 第60期（自　2021年７月１日　至　2022年６月30日）
事業報告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査
役会の連結計算書類監査結果報告の件

２. 第60期（自　2021年７月１日　至　2022年６月30日）
計算書類報告の件

決議事項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役６名選任の件
第４号議案 補欠監査役１名選任の件
第５号議案 取締役賞与支給の件

第60期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第60期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますの
で、ご通知申しあげます。
　なお、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、当日のご来場はお控えいた
だき、インターネットまたは書面により事前の議決権行使をいただきますようお
願い申しあげます。
　お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、６・７ページのご案内
に従って、2022年９月27日（火曜日）午後５時30分までに議決権を行使していた
だきますようお願い申しあげます。

敬　具
記

以　上

◎当日のご出席につきましては、新型コロナウイルス感染症対策といたしまして、事前参加申込
制とさせていただきます。詳細につきましては、３ページ「ライブ配信・事前質問・事前参加
申込のご案内」をよくご確認いただきますようお願い申しあげます。

◎株主の皆さまへのお土産の配布および株主懇親会等は予定しておりません。
◎当日ご出席の場合は、同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。また資源節約の
ため、本招集ご通知をご持参ください。
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インターネット上の当社ウェブサイト（※）でのご案内について

（※）https://www.lasertec.co.jp/

◎次の事項につきましては、法令ならびに当社定款第15条の規定に基づき、インタ

ーネット上の当社ウェブサイトに掲載しておりますので、本招集ご通知には記載

しておりません。したがって、本招集ご通知の添付書類は、監査報告書を作成す

るに際し、監査役および会計監査人が監査をした対象の一部であります。

＜事業報告＞

・取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制そ

の他業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容および運

用状況の概要

＜連結計算書類＞

・連結注記表

＜計算書類＞

・個別注記表

◎本招集ご通知添付書類の事業報告、連結計算書類および計算書類ならびに株主総

会参考書類（上記インターネット上の当社ウェブサイトに掲載部分を含む）に修

正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載させていただき

ます。

◎本招集ご通知の内容については、早期に情報を提供する観点から、本通知発送前

に当社ウェブサイト等に開示いたしております。

新型コロナウイルス感染症の対応策について

新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、本株主総会に関しましては、以

下の対応をとらせていただくことといたします。株主の皆さまにおかれまして

は、下記内容をご確認いただき、ご理解とご協力をお願い申しあげます。

１. 株主の皆さまへのお願い

・株主の皆さまの感染リスクを避けるため、株主総会当日のご来場をお控えいた

だくようお願いいたします。

・議決権行使は、本招集ご通知６・７ページをご参照のうえ、インターネットま

たは書面で事前行使をお願い申しあげます。

・株主総会の模様は、インターネットにてライブ配信を行います。ぜひご視聴く

ださい。詳細につきましては後述の「ライブ配信・事前質問・事前参加申込の

ご案内」（以下「ご案内」）をご参照ください。

・本件株主総会目的事項につきご質問がある場合には、事前質問を受け付けま

す。詳しくは、「ご案内」をご確認ください。

・ご来場ご希望の株主さまは、「ご案内」をご確認いただき事前参加申込をお願

いいたします。
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２. 株主総会当日の当社の対応について

・役員およびスタッフは、検温を含め体調を確認したうえで、議長以外は常時マ

スクを着用させていただきます。

・受付手前に、アルコール消毒液を設置いたします。

・株主総会の議事は、でき得る限り簡略化し、例年より短縮させていただく予定

ですので、あらかじめご了承ください。

・体調不良と見受けられる株主さまには、株主総会中でもスタッフがお声がけす

る場合がございます。

ライブ配信・事前質問・事前参加申込のご案内

　　株主総会当日のライブ配信、事前質問、事前参加申込については、株主総会

オンラインサイト「Engagement Portal」へアクセスしていただき、ログイン

後のポータルサイトにてご利用いただくことができます。

１．株主総会オンラインサイト「Engagement Portal」ログイン方法

（１）以下のURLへアクセスしてください。

URL：https://engagement-portal.tr.mufg.jp/

（２）株主さま認証画面（ログイン画面）で「ログインID」と「パスワード」を

入力し、利用規約をご確認のうえ、「利用規約に同意する」にチェック

し、「ログイン」ボタンをクリックしてください。「ログインID」と「パ

スワード」は、本招集ご通知に同封されている議決権行使書用紙裏面に記

載されております。

なお、議決権行使書用紙裏面に印字されたQRコードをスマートフォン等で

読み取っていただくと、「ログインID」と「パスワード」の入力を省略し

て株主総会オンラインサイト「Engagement Portal」へログインいただく

ことが可能です。

２．ライブ配信について

本総会の模様をインターネットによるライブ配信をいたします。なお、当

日の会場撮影は、ご出席株主さまのプラバシーに配慮いたしますが、やむを

得ずご出席株主さまが映り込む場合がございます。あらかじめご了承いただ

きますよう、お願い申しあげます。

（１）配信日時

2022年９月28日（水曜日）　午後３時～株主総会終了時刻

＊配信ページは午後２時半頃よりアクセス可能となります。

（２）視聴方法

ログイン後、「当日ライブ視聴」ボタンをクリックし、ご利用規約にご

同意のうえ、ご利用ください。
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【ご留意事項】

・ライブ配信をご覧いただくことは、会社法上、株主総会への出席とは認め

られません。そのため、株主総会において株主さまに認められている質

問、議決権行使や動議の提出について、インターネットによる参加により

行うことはできません。

・天変地異や新型コロナウイルス感染症の拡大等により、ライブ配信が実施

できなくなる可能性がございます。配信の可否・状況等につきましては、

随時当社HP等によりご案内させていただきます。

・ライブ配信視聴は、株主さま本人のみに限定させていただきます。ライブ

配信の撮影・録画・録音・保存やSNS等での公開等は固くお断りいたしま

す。

・ご使用の端末（機種・性能等）やインターネットの接続環境（回線状況・

接続速度等）により、映像や音声に不具合が生じる場合がございますので

あらかじめご了承ください。

・ご視聴いただくための通信料金等は、各株主さまのご負担となります。

３. 事前質問について

ご来場をお控えいただく株主さまにおかれましては、総会会場における質

疑応答の代替手段として、目的事項に関する事前質問をしていただき、可能

な限り当日の説明に反映させていただきます。なお、ご回答をお約束するも

のではございません。

（１）受付期間

本招集ご通知到着時～2022年９月21日(水曜日）

（２）質問方法

株主総会オンラインサイト「Engagement Portal」へログイン後、画面の

案内に沿ってご入力ください。

（２）いただきました質問のうち、株主の皆さまのご関心が特に高い事項につき

ましては、株主総会当日にご回答するか、もしくは株主総会終了後に当社

下記ウェブサイト（※）に回答を掲載いたします。

（※）https://www.lasertec.co.jp/

４. 出席ご希望の株主さまの「事前参加申込」のお願い

新型コロナウイルス感染症拡大に伴う株主さまの安全を最優先とするた

め、株主総会会場における参加者数を制限させていただきます。会場でのご

参加を希望される株主さまは、以下の内容をご確認のうえ、事前の参加申込

手続きをお願い申しあげます。

（１）受付期間

本招集ご通知到着時～2022年９月18日（日曜日）

（２）受付人数

定員約100名（予定）となります。定員を超えるお申込みがあった場合は

抽選とさせていただきます。抽選結果につきましては、当落に関わらず
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2022年９月21日（水曜日）頃までにメールでご案内いたします。

（３）受付方法

株主総会オンラインサイト「Engagement Portal」へログイン後、「事前

参加申込」ボタンをクリックしてください。必要事項を入力し、利用規

約をご確認のうえ、「利用規約に同意する」にチェックし「確認画面

へ」ボタンをクリックしてください。ご入力内容をご確認後、「送信」

ボタンをクリックしてください。

（４）会場への入場方法

会場の受付にてご本人さま確認をさせていただきます。議決権行使書用紙

をお持ちください。

　なお、今後の状況の変化により、上記の内容を変更する場合がございます。そ

の際は、当社ウェブサイト（https://www.lasertec.co.jp/）にてご案内させて

いただきます。

以上

株主総会オンラインサイト「Engagement Portal」に関するお問い合わせ

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　テレホンセンター

TEL 0120（676）808（通話料無料）

（土日祝日を除く平日9:00-17:00および株主総会当日9:00～株主総会終了まで）

ライブ配信(動画プレイヤーの視聴不具合等)に係わるお問合せ

株式会社ブイキューブ

TEL 03-4266-8826

(株主総会当日9:00～株主総会終了まで)
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議決権行使のご案内

議決権行使のご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してく
ださいますようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

インターネットにより議

決権を行使する方法

書面（郵送）により議決権を

行使する方法

株主総会に

ご出席する方法

次ページの案内に従って、議

案の賛否をご入力ください。

同封の議決権行使書用紙に各

議案の賛否をご表示のうえ、

ご返送ください。

ご出席をご希望の場合、本招集

ご通知４・５ページをご参照く

ださい。

行使期限 行使期限 株主総会開催日時

2022年9月27日（火曜日）

午後５時30分入力完了分まで

2022年9月27日（火曜日）

午後５時30分到着分まで

2022年9月28日（水曜日）

午後３時

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内

第１・２・４・５号議案

● 賛成の場合 「賛」の欄に〇印

● 反対する場合 「否」の欄に〇印

第３号議案

● 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印

● 全員反対する場合 「否」の欄に〇印

●
一部の候補者に

反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、

反対する候補者の番号を

ご記入ください。

こちらに議案の賛否をご記入ください。

※議決権行使書はイメージです。

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○

議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

見本

書面（郵送）およびインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権
行使を有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。また、インターネットにより複数回、議決権行
使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。
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インターネットによる議決権行使のご案内

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○

議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード
見本

QRコードを読み取る方法
ログインID・仮パスワードを

入力する方法

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク

0120－173－027
（通話料無料／受付時間 午前9時〜午後9時）

インターネットによる議決権行使で

パソコンやスマートフォンの操作方法などが

ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

議決権行使

ウェブサイト
https://evote.tr.mufg.jp/

以降は、画面の案内に従って賛否をご入力く

ださい。
4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてくだ

さい。
1

新しいパスワードを登録する3

「新しいパスワード」

を入力

「送信」を

クリック

議決権行使書用紙に記載された「ログインID・

仮パスワード」を入力しクリック
2

「ログインID・仮パス

ワード」を入力

「ログイン」を

クリック

以降は、画面の案内に従って賛否をご入力く

ださい。
2

QRコードを用いたログインは1回に限り
可能です。
再行使する場合、もしくはQRコードを用いずに議

決権を行使する場合は、右の「ログインID・仮パ

スワードを入力する方法」をご確認ください。

議決権行使書副票（右側）に記載のQRコードを

読み取ってください。
1

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○

議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

見本

※  「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

議決権行使書副票に記載のログインID、仮パス

ワードを入力することなく、議決権行使サイトに

ログインすることができます。

機関投資家の皆様は、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォーム

をご利用いただくことが可能です。
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事業の経過およびその成果

(自　2021年７月１日
至　2022年６月30日)

（添付書類）

事　 業　 報　 告

１. 企業集団の現況に関する事項
(1) 事業の経過及びその成果

　当連結会計年度における世界経済は、新型コロナウイルス感染症の収束の

見通しは不透明なものの、ワクチン普及により社会活動の正常化が進みまし

た。一方、ロシアによるウクライナ侵攻が資源・食料価格の高騰やサプライ

チェーンの混乱を招き、世界的なコロナ後の需要回復によるインフレと相ま

って物価が急激に上昇しました。積極的な金融政策や不安定な為替相場の推

移などによって、先行きの不透明感が強まりました。

　当社グループの主要販売先である半導体業界では、５Ｇ（第５世代移動通

信システム）のスマートフォンをはじめとする通信機器のほか、リモートワ

ーク及びオンライン会議などクラウドサービスの拡がりによるデータセンタ

ー向けの半導体需要が引き続き堅調に推移しました。特に最先端の半導体に

対する需要が強く、ロジック・メモリデバイスメーカーは中長期的な視点か

ら投資計画を策定し、ＥＵＶ（極端紫外線）リソグラフィを用いた半導体製

造能力の増強、並びに微細化を進めた次世代半導体とその製造工程の開発が

積極的に行われました。

　このような状況下、当社グループの連結売上高は903億78百万円（前年同期

比28.7％増加）となりました。

　品目別に見ますと、半導体関連装置が759億71百万円（前年同期比30.1％増

加）、その他が19億83百万円（前年同期比45.5％減少）、サービスが124億23

百万円（前年同期比51.4％増加）となりました。

　連結損益につきましては、営業利益が324億92百万円（前年同期比24.6％増

加）、経常利益が335億82百万円（前年同期比27.0％増加）、親会社株主に帰

属する当期純利益が248億50百万円（前年同期比29.1％増加）となりました。
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事業の経過およびその成果

区　　分

第59期 第60期(当連結会計年度)

増減(△)率(自　2020年７月１日
至　2021年６月30日)

　
(自　2021年７月１日
至　2022年６月30日)

　
金 額 構成比 金 額 構成比

製

品

(千円) (％) (千円) (％) (％)

半 導 体 関 連 装 置 58,401,841 83.1 75,971,645 84.1 30.1

そ の 他 3,638,015 5.2 1,983,287 2.2 △45.5

小 計 62,039,857 88.3 77,954,933 86.3 25.7

サ ー ビ ス 8,208,467 11.7 12,423,885 13.7 51.4

合 計 70,248,325 100.0 90,378,818 100.0 28.7

　なお、品目別連結売上高の状況は次のとおりであります。

(2) 設備投資等の状況

特記すべき事項はありません。

(3) 資金調達の状況

特記すべき事項はありません。

(4) 対処すべき課題

　当社グループは３ヶ年の中期経営計画（注）を推進しており、2022年６月
期はフェーズ３

＋
の初年度でした。フェーズ３

＋
の期間には、最先端半導体の

重要性がますます高まり、ＨＰＣ（ハイパフォーマンスコンピューティン
グ）、５Ｇ（第５世代移動通信システム）、ＡＩ（人工知能）、ＩｏＴ（様々な
ものがインターネットにつながる）、ＡＤＡＳ（先進運転支援システム）など
の技術革新の普及が進むと予想されています。かかる状況下で中長期的に成
長機会を最大限に捉えるために、前フェーズ３から取り組んでいる施策を更
に強力に推進し、経営基盤の強化に注力してまいります。

①　経営基盤の強化

　お客さまのご要望に応えるため、事業全般の体制強化に取り組みま

す。

・世の中にない価値、最先端のソリューションを提供するための、研究開

発並びに装置立ち上げ体制の強化

・各製品需要を満たすための、サプライチェーンの強化

・納品後に当社製品を安心してお使いいただくための、グローバル・サー

ビス体制の強化
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事業の経過およびその成果

②　成長機会の追求

　将来を見据えたお客さまのご要望にお応えして、次世代ソリューショ

ンの開発を推進します。中長期で持続的な成長を実現するために、当社

が強みを発揮して貢献できるアプリケーションを探求し、新たな価値を

創造し続ける企業を目指してまいります。

（注）中期経営計画（合計15年）

次なる時代に向けて
の準備とその完了

新たなる挑戦
新規事業の基盤を

確立する
新規事業で
成長軌道へ

成長を支える
基盤強化

• 研究開発並びに装置立ち
上げ体制

• サプライチェーン

• グローバル・サービス体制

• 次世代ソリューションの開
発推進

•
成長の基盤をつくる

• 顕微鏡をアンテナ役として
新たなビジネスを探し出す

競争力の強化

• シェアを伸ばす

• 大きく売上に結びつける

• 新たなニーズ、新アプリ
ケーションの発掘

• 競争力のさらなる強化

• 圧倒的シェアを取る

• グローバル・サービス強化

中長期の成長機会を
確実に捉える

強固な財務体質の構築強固な財務体質の構築

新規事業の柱を一つ
立ち上げる
新規事業の柱を一つ
立ち上げる

コアビジネスの強化コアビジネスの強化

EUV/ウェハ検査ビジネス

新規事業新規事業

コアビジネスコアビジネス

新規事業新規事業

コアビジネスコアビジネス

サービスサービス

経営基盤の強化経営基盤の強化

成長機会の追求成長機会の追求

2009年7月

2012年7月

2015年7月

2018年7月

2021年7月

2024年7月

フェーズ0フェーズ0 フェーズ1フェーズ1 フェーズ2フェーズ2 フェーズ3フェーズ3 フェーズ3+

強さを発揮できる
事業への選択と集中
強さを発揮できる
事業への選択と集中

『基本方針』
当社の強さが発揮でき、我々が成長できる分野に経営資源を集中する

•
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直前３事業年度の財産および損益の状況

（単位：千円）

区　　分

(自　2018年７月１日
至　2019年６月30日 )

第 57 期

　
(自　2019年７月１日
至　2020年６月30日 )

第 58 期

　
(自　2020年７月１日
至　2021年６月30日 )

第 59 期

　
(自　2021年７月１日
至　2022年６月30日 )

第 60 期
（当連結会計年度）

　
売 上 高 28,769,951 42,572,915 70,248,325 90,378,818

経 常 利 益 7,834,489 15,115,418 26,438,994 33,582,248

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益

5,933,926 10,823,573 19,250,323 24,850,906

１株当たり当期純利益 65円80銭 120円02銭 213円47銭 275円57銭

総 資 産 50,055,671 81,794,071 118,725,385 178,629,778

純 資 産 31,107,506 39,175,560 55,188,309 72,747,568

１株当たり純資産額 344円72銭 434円19銭 611円76銭 806円45銭

(5) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

① 企業集団の財産及び損益の状況の推移

（注）１. 第57期の業績につきましては、全ての製品区分で売上が増加し、増収増益となりまし

た。

第58期の業績につきましては、半導体関連装置及びサービスの売上が増加し、増収増

益となりました。

第59期の業績につきましては、全ての製品区分で売上が増加し、増収増益となりまし

た。

第60期の業績につきましては、「(1)事業の経過及びその成果」に記載のとおりであ

ります。

２. 当社は、2019年11月25日開催の取締役会決議に基づき、2020年１月１日付で普通株式

１株につき２株の割合で株式分割を行っております。そのため、第57期の期首に当該

株式分割が行われたと仮定して１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産額を算定

しております。
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直前３事業年度の財産および損益の状況

（単位：千円）

区　　分

(自　2018年７月１日
至　2019年６月30日 )

第 57 期

　
(自　2019年７月１日
至　2020年６月30日 )

第 58 期

　
(自　2020年７月１日
至　2021年６月30日 )

第 59 期

　
(自　2021年７月１日
至　2022年６月30日 )

第 60 期
(当事業年度)

　
売 上 高 26,800,493 40,319,777 67,080,255 82,016,938

経 常 利 益 6,918,225 14,833,153 25,004,591 29,592,307

当 期 純 利 益 5,450,363 10,843,613 18,487,612 22,113,995

１株当たり当期純利益 60円44銭 120円25銭 205円01銭 245円22銭

総 資 産 48,206,919 79,333,857 115,318,179 167,749,566

純 資 産 29,185,596 37,271,347 52,522,781 66,176,369

１株当たり純資産額 323円41銭 413円07銭 582円20銭 733円58銭

②　当社の財産及び損益の状況の推移

（注）１. 第57期の業績につきましては、全ての製品区分で売上が増加し、増収増益となりまし

た。

第58期の業績につきましては、半導体関連装置及びサービスの売上が増加し、増収増

益となりました。

第59期の業績につきましては、全ての製品区分で売上が増加し、増収増益となりまし

た。

第60期の業績につきましては、半導体関連装置及びサービスの売上が増加し、増収増

益となりました。

２. 当社は、2019年11月25日開催の取締役会決議に基づき、2020年１月１日付で普通株式

１株につき２株の割合で株式分割を行っております。そのため、第57期の期首に当該

株式分割が行われたと仮定して１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産額を算定

しております。
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重要な親会社および子会社の状況、主要な事業内容

会 社 名 資　本　金 当社の議決権比率 主要な事業内容

Lasertec U.S.A., Inc. 400千米ドル 100％
当社製品の販売及びア
フターサービス

Lasertec Korea 
Corporation

300百万ウォン 100％
当社製品の販売支援及
びアフターサービス

Lasertec Taiwan, Inc. 23百万台湾ドル 100％
当社製品の販売支援及
びアフターサービス

Lasertec China Co., Ltd. 999千米ドル
100％

（100％）
当社製品のアフターサ
ービス

(6) 重要な親会社及び子会社の状況

重要な子会社の状況

（注）議決権比率の（　）内は、間接所有割合で内数であります。

(7) 主要な事業内容（2022年６月30日現在）

　当社グループは半導体関連装置を中心に、エネルギー・環境関連製品、Ｆ

ＰＤ関連装置、レーザー顕微鏡等の設計、製造、販売並びにこれらに係るサ

ービスを事業として行っております。なお、当社製品の主要品目は次のとお

りであります。

①　半導体
マスク関連（ＥＵＶ）
・アクティニックＥＵＶパターンマスク欠陥検査装置
・ＥＵＶマスクブランクス欠陥検査／レビュー装置
・マスク検査装置
・マスクブランクス欠陥検査／レビュー装置
・ＥＵＶマスク裏面検査／クリーニング装置
・マスクエッジ検査装置

マスク関連（ＤＵＶ）
・マスク欠陥検査装置
・マスクブランクス欠陥検査／レビュー装置
・位相差／透過率測定装置
・位相シフト量測定装置

ウェハ関連
・ＳｉＣウェハ欠陥検査／レビュー装置
・ＧａＮウェハ欠陥検査／レビュー装置
・多波長ウェハ検査装置
・ウェハエッジ検査装置
・ＴＳＶ裏面研磨プロセス測定装置
・ウェハバンプ検査測定装置
・ウェハ欠陥検査／レビュー装置

－ 13 －



2022/08/24 9:14:22 / 22864775_レーザーテック株式会社_招集通知

重要な親会社および子会社の状況、主要な事業内容

②　ＦＰＤ
マスク関連（ＦＰＤ）
・ＦＰＤフォトマスク欠陥検査装置
・ペリクル検査／貼り付けシステム
・ＦＰＤマスクブランクス欠陥検査装置

③　顕微鏡
レーザー顕微鏡
・レーザーマイクロスコープ
・コンフォーカル顕微鏡自動検査／レビュー装置

リチウムイオン電池関連
・電気化学反応可視化コンフォーカルシステム
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主要な事業所、使用人の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

本　　　　社 （神奈川県横浜市）

(8) 主要な事業所（2022年６月30日現在）

Lasertec U.S.A., Inc.（米国カリフォルニア州サンノゼ市）

Lasertec Korea Corporation（韓国京畿道華城市）

Lasertec Taiwan, Inc.（台湾新竹県竹北市）

Lasertec China Co., Ltd.（中国上海市）

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

662名 133名増

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

374名 46名増 40.9歳 9.2年

(9) 従業員の状況（2022年６月30日現在）

① 企業集団の従業員の状況

② 当社の従業員の状況

（注）従業員数には、子会社への出向者（４名）は含まれておりません。

(10) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　特記すべき重要な事項はありません。
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会社の株式に関する事項、会社の新株予約権等に関する事項

(1) 発行可能株式総数 256,000,000株

(2) 発行済株式の総数

　　　　　　　　　　　　　　　うち、自己株式の数

94,286,400株

4,105,696株

　
(3) 株主数

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（前期末比

43,521名

13,616名増）

株 　 　 　 　 主 　 　 　 　 名 持 株 数 持 株 比 率

日本マスタートラスト信託銀行株式会
社（信託口） 11,395千株 12.63%

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行
（信託口） 4,231千株 4.69%

内 山 　 靖 子 4,006千株 4.44%

内 山 　 洋 3,483千株 3.86%

CITIBANK, N.A.-NY, AS DEPOSITARY 
BANK FOR DEPOSITARY SHARE HOLDERS 3,437千株 3.81%

BBH FOR UMB BANK, NA - WCM FOCUSED 
INTERNATIONAL GROWTH FUND 3,057千株 3.38%

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 3,008千株 3.33%

内 山 　 秀 2,788千株 3.09%

前 田 　 せ つ 子 2,587千株 2.86%

SSBTC CLIENT OMNIBUS ACCOUNT 2,147千株 2.38%

２. 会社の株式に関する事項（2022年６月30日現在）

(4) 大株主（上位10名）

（注）１. 当社は、自己株式を4,105千株保有しておりますが、上記大株主からは除外しており

ます。また、持株比率は、自己株式を控除して計算しております。

２. 持株数・持株比率は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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会社の株式に関する事項、会社の新株予約権等に関する事項

(5) 当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況

当事業年度中に交付した株式報酬の内容は次のとおりです。

　当社は、2021年９月28日開催の第59期定時株主総会決議に基づき、譲渡制

限付株式報酬制度を導入いたしました。これを受け、同年９月28日開催の取

締役会において譲渡制限付株式報酬として自己株式の処分を決議し、同年10

月20日付で取締役（社外取締役を除く）５名に対し自己株式2,790株の処分を

行っております。

(1) 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権

の状況（2022年６月30日現在）

区　　　分 新株予約権の数 目的となる株式の数 保有者数

取締役(社外取締役を除く)  95 個  76,000 株  ３名

３．会社の新株予約権等に関する事項

2007年３月９日開催の取締役会決議による新株予約権（株式報酬型ストック

オプション）

 ① 新株予約権の発行日　　　　　　　　　　　　　　  　2007年３月26日

 ② 新株予約権の数 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 95個

 ③ 新株予約権の目的となる株式の種類及び数　    当社普通株式76,000株

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（新株予約権１個につき800株）

 ④ 新株予約権の払込金額　　　　　　　 新株予約権１個当たり226,300円

                                       　   （株式１株当たり282.88円）

 ⑤ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額  株式１株当たり１円

 ⑥ 新株予約権の行使期間　　　　　　　2007年３月27日～2027年３月26日

 ⑦ 新株予約権の主な行使条件

　　・権利行使期間内において、原則として当社の取締役の地位を喪失した後

　　　５年間に限り行使できる。

 ⑧ 当社役員の保有状況

（注）2013年７月１日付にて実施した株式分割、2017年４月１日付にて実施した株式分割及び

2020年１月１日付にて実施した株式分割（いずれも１株を２株に分割）に伴い、「新株予

約権の目的となる株式の数」は調整されております。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として従業員等に交付した新株予約権の状

況

　該当事項はありません。

(3) その他新株予約権等に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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会社役員に関する事項

地　　　　位 氏　　　　　　名 担当及び重要な兼職の状況

取 締 役 会 長 楠 瀬 治 彦

（担当）
技術本部、総務部、情報セキュリティ
（重要な兼職）
技術本部長
Lasertec U.S.A., Inc. 取締役
Lasertec Korea Corporation 理事
Lasertec Taiwan, Inc. 董事
Lasertec China Co., Ltd. 董事
Lasertec Singapore Service Pte. Ltd. 取締役

代表取締役社長 岡 林 　 理

（担当）
経営企画部、海外子会社
（重要な兼職）
Lasertec U.S.A., Inc. 取締役
Lasertec Korea Corporation 理事
Lasertec Taiwan, Inc. 董事
Lasertec China Co., Ltd. 董事
Lasertec Singapore Service Pte. Ltd. 取締役

専 務 取 締 役 森 泉 幸 一

（担当）
営業本部、技術二部、技術四部
（重要な兼職）
営業本部長、第３ソリューションセールス部長
Lasertec Korea Corporation 理事
Lasertec Taiwan, Inc. 董事長
Lasertec China Co., Ltd. 董事長

常 務 取 締 役 内 山 　 秀

（担当）
財務経理部、品質保証室
（重要な兼職）
Lasertec U.S.A., Inc. 取締役
Lasertec Korea Corporation 監査役
Lasertec Taiwan, Inc. 監察人
Lasertec China Co., Ltd. 監事
Lasertec Singapore Service Pte. Ltd. 取締役

取 締 役 関 　 寛 和

（担当）
技術一部、技術三部、技術五部
共焦点システムソリューション部
第１ソリューションセールス部
（重要な兼職）
第１ソリューションセールス部長
Lasertec Singapore Service Pte. Ltd. 取締役

取 締 役 海老原　　稔

取 締 役 下 山 隆 之

取 締 役 三 原 康 司

取 締 役 上 出 邦 郎

常 勤 監 査 役 浅 見 公 一

４. 会社役員に関する事項
(1) 取締役及び監査役の氏名等（2022年６月30日現在）
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地　　　　位 氏　　　　　　名 担当及び重要な兼職の状況

監 査 役 石 黒 美 幸
長島・大野・常松法律事務所 パートナー弁護士
株式会社ベネッセホールディングス 社外監査役

監 査 役 出 雲 栄 一
出雲公認会計士事務所代表 公認会計士
株式会社ベネッセホールディングス 社外監査役
鳥居薬品株式会社 社外監査役

（注）１. 取締役の海老原稔氏、下山隆之氏、三原康司氏及び上出邦郎氏は、社外取締役であり

ます。

２. 監査役の石黒美幸氏及び出雲栄一氏は、社外監査役であります。

３. 監査役石黒美幸氏は、弁護士の資格を有しており、法律的見地から企業活動の適正

性を判断する相当程度の知見を有するものであります。

４. 監査役出雲栄一氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程

度の知見を有するものであります。

５. 2021年９月28日開催の第59期定時株主総会終結の時をもって、塚崎健明氏は監査役を

辞任いたしました。

６. 当社は、社外取締役の海老原稔氏、下山隆之氏、三原康司氏及び上出邦郎氏並びに社

外監査役の出雲栄一氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取

引所に届け出ております。石黒美幸氏は、東京証券取引所が定める社外監査役に関す

る独立性要件を満たしておりますが、同氏が所属する長島・大野・常松法律事務所の

方針に従い当社は同氏を独立役員として指定しておりません。
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(2) 取締役及び監査役の報酬等

① 取締役の個人別の報酬等の内容の決定に関する方針等

　当社は、2021年７月26日開催の取締役会において、当社の持続的成長

と中長期的な企業価値の向上の実現に向けてコーポレートガバナンスの

強化を図るため取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を改定決

議しております。当該取締役会の決議に際しては、あらかじめ決議する

内容について指名・報酬委員会へ諮問し、答申を受けております。

　また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等につい

て、報酬等の内容の決定方法及び決定された報酬等の内容が当該決定方

針と整合していることや、指名・報酬委員会からの答申が尊重されてい

ることを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断しており

ます。

　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容は次のとおりで

す。

(a)基本方針

　当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティ

ブとして十分に機能するよう株主利益と連動した報酬体系とし、個々の

取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とすること

を基本方針とする。具体的な報酬は、固定報酬である月額報酬と、業績

連動報酬である賞与、株式報酬で構成されており、それぞれ独立した基

準で決定する。

　なお、社外取締役については、業務執行から独立した立場であること

に鑑み、固定報酬のみとする。

(b)基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報

酬等を与える時期又は条件の決定に関する方針を含む。）

　当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、社会情勢や当社の

事業環境、同業他社の水準等を考慮の上、役位、職責に応じて決定する

ものとする。役位、職責の違いによる支給割合については、当社の事業

特性及び同業他社の支給割合等を勘案し決定する。

(c)業績連動報酬等並びに非金銭報酬等の内容及び額又は数の算定方法の

決定に関する方針（報酬等を与える時期又は条件の決定に関する方針を

含む。）

　業績連動報酬である賞与は、業績への連動性をより明確にし、業績向

上と企業価値増大への貢献意欲を高めることを目的とし、会社業績や各

取締役の経営への貢献度に応じて決定する。会社業績については、各事
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業年度の業務執行の成果をよりよく反映するとの判断から経常利益を主

な指標とし、経常利益の伸び率や目標値への達成度を勘案し、個人の役

位、職責に応じた報酬額を定め、最終的な報酬額は各取締役の経営への

貢献度の評価を加味し決定する。役位、職責の違いによる支給割合につ

いては、当社の事業特性及び同業他社の支給割合等を勘案し決定する。

　非金銭報酬は譲渡制限付株式とし、株主との価値共有を進めると共に

取締役の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを付与すること

を目的として、各取締役に一律の金銭報酬債権を支給する。なお、支給

額は、前年度の代表取締役社長の総報酬を基準に算定するものとし、具

体的な基準については、当社の事業特性及び同業他社の支給割合等を勘

案し決定する。

　なお、賞与並びに譲渡制限付株式の対象となる金銭報酬債権はそれぞ

れ毎年一定の時期に支給する。

(d)金銭報酬の額、業績連動報酬等の額又は非金銭報酬等の額の取締役の

個人別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針

　報酬水準及び種類別の報酬割合については、当社と同程度の事業規模

や関連する業種・業態に属する企業をベンチマークとして指名・報酬委

員会において検討を行う。取締役会（(e)の委任を受けた代表取締役社

長）は指名・報酬委員会の答申内容を尊重し、当該答申で示された種類

別の報酬割合の範囲内で取締役の個人別の報酬等の内容を決定すること

とする。

(e)取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

　個人別の報酬額については、取締役会決議に基づき代表取締役社長が

その具体的内容の一部について委任を受けるものとし、その権限の内容

は、各取締役の基本報酬の額及び各取締役の担当事業の業績を踏まえた

賞与の評価配分とする。

　取締役会は、当該権限が代表取締役社長によって適切に行使されるよ

う、指名・報酬諮問委員会に諮問を行い、その答申を得るものとし、上

記の委任を受けた代表取締役社長は、当該答申の内容に従って決定をし

なければならないこととする。

　なお、上記基本方針改定に伴い、ストックオプション制度は廃止いた

しました。
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区　分
報酬等の総額

（千円）

報酬等の種類別の総額（千円）
対象となる

役員の員数

（名）

金銭報酬 非金銭報酬等

基本報酬
業績連動

報酬等

譲渡制限付

株式報酬

取締役
（うち社外取締役）

1,121,043
（58,650）

262,350
（58,650）

800,878
（―）

57,815
（―）

９
（４）

監査役
（うち社外監査役）

49,500
（21,600）

49,500
（21,600）

― ―
４

（２）

合  計
（うち社外役員）

1,170,543
（80,250）

311,850
（80,250）

800,878
（―）

57,815
（―）

13
（６）

② 当事業年度に係る報酬等の総額等

（注）１. 報酬等の総額には、以下のものが含まれております。

2022年９月28日開催予定の第60期定時株主総会に付議いたします役員賞与

取締役（社外取締役を除く）５名  800,878千円

２. 取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

　取締役の報酬限度額は、2015年９月28日開催の第53期定時株主総会において年額

400,000千円以内（うち社外取締役60,000千円以内）として決議されております。当

該株主総会終結時点の取締役の員数は、８名（うち社外取締役３名）です。この金額

には賞与及び譲渡制限付株式報酬は含まれておりません。

　監査役の報酬限度額は、2016年９月28日開催の第54期定時株主総会において年額

60,000千円以内として決議されております。当該株主総会終結時点の監査役の員数

は、４名です。この金額には賞与は含まれておりません。

３．業績連動報酬等について

業績連動報酬である賞与につきましては、業績への連動性をより明確にし、業績向上

と企業価値増大への貢献意欲を高めることを目的として会社業績や各取締役の経営へ

の貢献度に応じて決定します。具体的には、取締役毎に以下の方法により算定してい

ます。

「業績連動報酬額＝役位毎の基準額×全社業績係数×個人評価係数」

役位別の基準額は、当社の事業特性及び同業他社等の割合を勘案し決定しておりま

す。

全社業績係数は、当期の業務執行の成果をよりよく反映するとの判断から経常利益を

主な指標とし、具体的には算定しております。なお、第60期の全社業績係数は1.42で

した。

個人評価係数については、短期並びに中長期の会社への貢献度により、0.0から2.0ま

での範囲で個人別に算定しております。

４．譲渡制限付株式報酬について

株主との価値共有を進めると共に取締役の企業価値の持続的な向上を図るインセンテ

ィブを付与することを目的として、各取締役に一律の金銭報酬債権を支給していま

す。支給額は、前年度の代表取締役社長の総報酬を基準に算定し、具体的な基準につ

いては、当社の事業特性及び同業他社の支給割合等を勘案し決定しています。
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５．取締役の個人別の報酬等の委任（再一任）に関する事項

取締役会は、代表取締役社長岡林理に対し各取締役の基本報酬の額及び社外取締役を

除く各取締役の担当事業の業績を踏まえた賞与の評価配分の決定を委任しておりま

す。委任した理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ各取締役の担当事業について評

価を行うには代表取締役が適していると判断したためであります。なお、委任された

内容の決定にあたっては、事前に指名・報酬委員会がその妥当性について確認してお

ります。

(3) 責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役(４名)及び社外監査役(２名)は、会社法第427条第１項の

規定及び当社定款の規定に基づき、会社法第423条第１項の賠償責任を限定す

る契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、社外取締役及

び社外監査役とも会社法第425条第1項に定める最低責任限度額としておりま

す。

(4) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等

　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保

険会社との間で締結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は当社及

び子会社に属する役員であり、被保険者は保険料を負担しておりません。当

該保険契約により、被保険者の、会社の役員としての業務上の行為又は不作

為に起因して保険期間中に株主又は第三者から損害賠償請求をされた場合そ

れによって役員が被る損害（法律上の損害賠償金、争訟費用）及び損害賠償

請求がされる恐れがある状況が発生した場合、被保険者である役員が損害賠

償請求に対応する為に要する費用が塡補されることとなります。

　ただし、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、

公序良俗に反する以下の行為に基づく損害賠償請求の場合には塡補の対象と

しないこととしております。

①役員が私的な利益又は便宜の供与を違法に得たことに起因する損害賠償請

求

②役員の犯罪行為、又は役員が違法であることを認識しながら行った行為

③役員に報酬又は賞与等が違法に支払われたことに起因する損害賠償請求

④役員が行ったインサイダー取引に起因する損害賠償請求

⑤違法な利益の供与に起因する損害賠償請求
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出席状況、発言状況及び

社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

社外取締役

　海老原　稔

当事業年度に開催された12回の取締役会全てに出席し、主に半導体・Ｆ

ＰＤ製造装置のビジネスに携わられた知識と経験に基づき積極的に意見

を述べ監督、助言等を行うなど、意思決定の妥当性・適正性を確保する

ための適切な役割を果たしております。また、指名・報酬委員会の委員

として、当事業年度に開催された委員会６回の全てに出席しており、客

観的・中立的立場で当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定過程に

おける監督機能を担っております。

社外取締役

　下山　隆之

当事業年度に開催された12回の取締役会全てに出席し、主に金融機関及

び事業法人において長く財務及び経営全般に携わられた知識と経験に基

づき積極的に意見を述べており、特に財務会計について専門的な立場か

ら監督、助言等を行うなど、意思決定の妥当性・適正性を確保するため

の適切な役割を果たしております。また、指名・報酬委員会の委員とし

て、当事業年度に開催された委員会６回の全てに出席しており、客観

的・中立的立場で当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定過程にお

ける監督機能を担っております。

(5) 社外役員に関する事項

① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

　社外監査役石黒美幸氏及び社外監査役出雲栄一氏は、株式会社ベネッ

セホールディングスの社外監査役を兼任しておりますが、同社と当社の

間に取引等の特別の関係はありません。社外監査役石黒美幸氏及び同氏

が所属する長島・大野・常松法律事務所と当社の間に顧問契約等の特別

の関係はありません。社外監査役出雲栄一氏は、株式会社鳥居薬品の社

外監査役を兼任しておりますが、同社と当社の間に取引等の特別の関係

はありません。また社外監査役出雲栄一氏及び同氏が所属する出雲公認

会計士事務所と当社の間に顧問契約等の特別の関係はありません。

② 当事業年度における主な活動状況
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会社役員に関する事項

出席状況、発言状況及び

社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

社外取締役

　三原　康司

当事業年度に開催された12回の取締役会全てに出席し、主に事業法人に

おいて企画管理・工場オペレーションなどに従事され、現在は経営シス

テム工学分野の教育に携わられている知識と経験に基づき積極的に意見

を述べ監督、助言等を行うなど、意思決定の妥当性・適正性を確保する

ための適切な役割を果たしております。また、指名・報酬委員会の議長

として、当事業年度に開催された委員会６回の全てに出席しており、客

観的・中立的立場で当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定過程に

おける監督機能を担っております。

社外取締役

　上出　邦郎

当事業年度に開催された12回の取締役会中、就任以降に開催された10回

の取締役会全てに出席し、主に事業法人において長年半導体事業に従事

され、同業界に精通する見識と経験、台湾や中国での海外事業法人の経

営経験に基づき積極的に意見を述べ監督、助言等を行うなど、意思決定

の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たしております。

また、指名・報酬委員会の委員として、当事業年度に開催された委員会

６回の会議中就任以降に開催された４回の委員会に出席し、客観的・中

立的立場で当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定過程における監

督機能を担っております。

出席状況、発言状況及び

社外監査役に期待される役割に関して行った職務の概要

社外監査役

　石黒　美幸

当事業年度に開催された12回の取締役会全てに出席し、取締役の業務執

行を監査すると共に、弁護士としての専門的見地から適宜意見を述べて

おります。また、当事業年度に開催された15回の監査役会全てに出席

し、監査結果についての意見交換、監査に関する事項の審議・協議等を

行っております。

社外監査役

　出雲　栄一

当事業年度に開催された12回の取締役会全てに出席し、取締役の業務執

行を監査すると共に、公認会計士としての専門的見地から適宜意見を述

べております。また、当事業年度に開催された15回の監査役会全てに出

席し、監査結果についての意見交換、監査に関する事項の審議・協議等

を行っております。
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会計監査人の状況

区　　分 支払額(千円)

① 当社が支払うべき公認会計士法第２条第１項の監査業務についての報酬

等の額
30,000

② 当社及び当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他財産上の利益

の合計額
30,000

５. 会計監査人の状況
(1) 会計監査人の名称　　　　　　　　　　　ＰｗＣあらた有限責任監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基
づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんの
で、①の金額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 当社監査役会は、公益社団法人日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関
する実務指針」を踏まえ、会計監査人から提示を受けた監査計画における監査時間・
配員等の見積りの算出根拠、従前の事業年度における業務執行状況と報酬実績の比較
推移等を確認し、その相当性を検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第
399条第１項の同意を行っております。

３. 当社の子会社であるLasertec Taiwan, Inc.及びLasertec China Co., Ltd.は、当社の
会計監査人以外の監査法人の監査を受けております。

(3) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当し、解任が相当と
認められる場合には、監査役会は、監査役全員の同意により解任いたしま
す。
　上記の場合のほか、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認め
られる場合には、監査役会は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不
再任の議案の内容を決定し、取締役会は、当該決定に基づき、当該議案を株
主総会に提出いたします。

（注） 本事業報告中の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連結貸借対照表

（2022年６月30日現在） （単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

【 流 動 資 産 】

現 金 及 び 預 金

受取手形、売掛金及び契約資産

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

【 固 定 資 産 】

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

リ ー ス 資 産

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

退職給付に係る資産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他
　

[161,031,114]

23,494,565

10,449,559

94,308,101

9,774,595

15,006,713

8,019,624

△22,045

[17,598,664]

(8,912,357)

2,382,641

1,488,951

761,227

18,264

4,254,773

6,499

(5,956,461)

(2,729,844)

949,030

38,730

1,493,608

248,474
　

【 流 動 負 債 】 [105,167,792]

買 掛 金 11,015,465

短 期 借 入 金 10,000,000

未 払 法 人 税 等 4,652,032

前 受 金 60,092,863

繰 延 収 益 3,242,297

役 員 賞 与 引 当 金 788,698

有償支給取引に係る負債 11,611,836

そ の 他 3,764,599

【 固 定 負 債 】 [714,417]

退職給付に係る負債 459,371

資 産 除 去 債 務 219,340

そ の 他 35,705

負 債 合 計 105,882,209

純 資 産 の 部

【 株 主 資 本 】 [71,142,074]

資 本 金 931,000

資 本 剰 余 金 1,156,783

利 益 剰 余 金 70,031,340

自 己 株 式 △977,049

【その他の包括利益累計額】 [1,583,996]

その他有価証券評価差額金 570,134

為 替 換 算 調 整 勘 定 1,013,862

【 新 株 予 約 権 】 [21,498]

純 資 産 合 計 72,747,568

資 産 合 計 178,629,778 負 債 及 び 純 資 産 合 計 178,629,778

連 結 貸 借 対 照 表

－ 27 －



2022/08/24 9:14:22 / 22864775_レーザーテック株式会社_招集通知

連結損益計算書

(自　2021年７月１日
至　2022年６月30日)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 90,378,818

売 上 原 価 42,591,013

売 上 総 利 益 47,787,805

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 15,295,229

営 業 利 益 32,492,575

営 業 外 収 益

受 取 利 息 9,423

受 取 配 当 金 13,984

投 資 有 価 証 券 売 却 益 235,501

為 替 差 益 813,592

そ の 他 18,137 1,090,639

営 業 外 費 用

そ の 他 966 966

経 常 利 益 33,582,248

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 33,582,248

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 8,130,824

法 人 税 等 調 整 額 600,517 8,731,342

当 期 純 利 益 24,850,906

親会社株主に帰属する当期純利益 24,850,906

連 結 損 益 計 算 書
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連結株主資本等変動計算書

(自　2021年７月１日
至　2022年６月30日)

（単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 931,000 1,080,360 53,026,001 △977,713 54,059,648

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △7,845,567 △7,845,567

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

24,850,906 24,850,906

自 己 株 式 の 処 分 76,423 663 77,087

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 － 76,423 17,005,338 663 17,082,426

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 931,000 1,156,783 70,031,340 △977,049 71,142,074

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

その他の包括利益

累計額合計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 1,262,062 △154,898 1,107,163 21,498 55,188,309

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △7,845,567

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

24,850,906

自 己 株 式 の 処 分 77,087

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

△691,928 1,168,761 476,832 － 476,832

連結会計年度中の変動額合計 △691,928 1,168,761 476,832 － 17,559,259

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 570,134 1,013,862 1,583,996 21,498 72,747,568

連結株主資本等変動計算書
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貸借対照表

（2022年６月30日現在） （単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

【 流 動 資 産 】

現 金 及 び 預 金

受取手形、売掛金及び契約資産

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

【 固 定 資 産 】

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

リ ー ス 資 産

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

繰 延 税 金 資 産

そ の 他
　

[149,960,755]

18,056,141

8,974,848

94,310,832

9,279,157

14,966,683

4,392,738

△19,647

[17,788,810]

(8,799,194)

2,313,214

8,021

1,488,951

709,468

18,264

4,254,773

6,499

(5,955,354)

(3,034,262)

949,030

155,889

1,735,796

193,546
　

【 流 動 負 債 】 [100,858,779]

買 掛 金 11,125,651

短 期 借 入 金 10,000,000

未 払 法 人 税 等 4,218,313

前 受 金 56,550,345

繰 延 収 益 3,215,906

役 員 賞 与 引 当 金 788,698

有償支給取引に係る負債 11,611,836

そ の 他 3,348,028

【 固 定 負 債 】 [714,417]

退 職 給 付 引 当 金 459,371

資 産 除 去 債 務 219,340

そ の 他 35,705

負 債 合 計 101,573,197

純 資 産 の 部

【 株 主 資 本 】 [65,584,736]

資 本 金 (931,000)

資 本 剰 余 金 (1,156,783)

資 本 準 備 金 1,080,360

そ の 他 資 本 剰 余 金 76,423

利 益 剰 余 金 (64,474,002)

利 益 準 備 金 159,038

そ の 他 利 益 剰 余 金 64,314,964

別 途 積 立 金 9,212,000

繰 越 利 益 剰 余 金 55,102,964

自 己 株 式 (△977,049)

【評価・換算差額等】 [570,134]

その他有価証券評価差額金 570,134

【新株予約権】 [21,498]

純 資 産 合 計 66,176,369

資 産 合 計 167,749,566 負 債 及 び 純 資 産 合 計 167,749,566

貸　借　対　照　表
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損益計算書

(自　2021年７月１日
至　2022年６月30日)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 82,016,938

売 上 原 価 40,125,714

売 上 総 利 益 41,891,224

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 14,556,365

営 業 利 益 27,334,859

営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,250

受 取 配 当 金 13,984

投 資 有 価 証 券 売 却 益 235,501

為 替 差 益 1,992,124

そ の 他 15,316 2,258,176

営 業 外 費 用

そ の 他 728 728

経 常 利 益 29,592,307

税 引 前 当 期 純 利 益 29,592,307

法人税、住民税及び事業税 7,166,615

法 人 税 等 調 整 額 311,696 7,478,312

当 期 純 利 益 22,113,995

損　益　計　算　書
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株主資本等変動計算書

(自　2021年７月１日
至　2022年６月30日)

（単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資
本剰余金

資本剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 931,000 1,080,360 － 1,080,360 159,038 9,212,000 40,834,536 50,205,574

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △7,845,567 △7,845,567

当 期 純 利 益 22,113,995 22,113,995

自 己 株 式 の 処 分 76,423 76,423

株 主 資 本 以 外 の
項目の当期変動額
（ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 － － 76,423 76,423 － － 14,268,427 14,268,427

当 期 末 残 高 931,000 1,080,360 76,423 1,156,783 159,038 9,212,000 55,102,964 64,474,002

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

当 期 首 残 高 △977,713 51,239,220 1,262,062 21,498 52,522,781

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △7,845,567 △7,845,567

当 期 純 利 益 22,113,995 22,113,995

自 己 株 式 の 処 分 663 77,087 77,087

株 主 資 本 以 外 の
項目の当期変動額
（ 純 額 ）

△691,928 － △691,928

当 期 変 動 額 合 計 663 14,345,515 △691,928 － 13,653,587

当 期 末 残 高 △977,049 65,584,736 570,134 21,498 66,176,369

株主資本等変動計算書
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会計監査人の連結計算書類に係る監査報告、会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書

2022年８月２日

レーザーテック株式会社

取　締　役　会　御中

ＰｗＣあらた有限責任監査法人
東京事務所

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員 公認会計士　千代田　義　央

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員 公認会計士　新　保　智　巳
　

監査意見

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、レーザーテック株式会社の2021年

７月１日から2022年６月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、レーザーテック株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連

結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の

責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、

会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た

している。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断

している。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記

載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内

容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

会計監査人の連結計算書類に係る監査報告
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　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら

ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過

程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との

間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の

記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した

場合には、その事実を報告することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚

偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制

を整備及び運用することが含まれる。

　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作

成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開

示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の

執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又

は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書にお

いて独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又

は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思

決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示

リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判

断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
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・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは

ないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案す

るために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた

会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、ま

た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象

又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に

関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切

でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類

の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示

しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する

十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監

督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実

施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で

求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関

する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事

項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容につ

いて報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以　上
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独立監査人の監査報告書

2022年８月２日

レーザーテック株式会社

取　締　役　会　御中

ＰｗＣあらた有限責任監査法人
東京事務所

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員 公認会計士　千代田　義　央

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員 公認会計士　新　保　智　巳
　

監査意見

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、レーザーテック株式会社の

2021年７月１日から　2022年６月30日までの第60期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計

算書類等」という。）について監査を行った。

　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点

において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会

社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記

載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内

容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

会計監査人の計算書類に係る監査報告
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　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら

ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程

において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に

重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載

内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した

場合には、その事実を報告することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽

表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整

備及び運用することが含まれる。

　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成す

ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す

る責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の

執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は

誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書におい

て独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤

謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に

影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示

リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判

断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
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・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな

いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する

ために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた

会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、ま

た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象

又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に

関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項

に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でな

い場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査

人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状

況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表

示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示してい

るかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実

施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で

求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関

する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事

項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容につ

いて報告を行う。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、2021年７月１日から2022年６月30日までの第60期事業年度の取締役の職務

の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致

した意見として、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1)　監査役会は、当事業年度の監査方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状

況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2)　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、当事業年度の監査方針、監

査計画等に従い、取締役、監査室その他の従業員等と意思疎通を図り、情報の収集及び

監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び従業員等からその職務の執行状況

について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社

において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会

社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社に

対し事業の報告を求め、その業務及び財産の状況を調査いたしました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確

保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を

確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める

体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制

（内部統制システム）について、取締役及び従業員等からその構築及び運用の状況

について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしまし

た。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び

検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要

に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われる

ことを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に

関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備してい

る旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並

びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び

連結注記表）について検討いたしました。

監査役会の監査報告
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監査役会の監査報告

２. 監査の結果

(1)　事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して

いるものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事

実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当

該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について

も、財務報告に係る内部統制を含め、指摘すべき事項は認められません。

(2)　計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人ＰｗＣあらた有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

(3)　連結計算書類の監査結果

　会計監査人ＰｗＣあらた有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

2022年８月５日

レーザーテック株式会社　監査役会

常勤監査役 浅 見 公 一 ㊞

社外監査役 石 黒 美 幸 ㊞

社外監査役 出 雲 栄 一 ㊞

　

以　上
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剰余金処分議案、定款一部変更

第60期定時株主総会議案内容

（株主総会参考書類）

第１号議案 剰余金の処分の件

　剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

  期末配当に関する事項

  当社は、連結での配当性向35％を目安として、業績に応じた弾力的な配

当の実施を利益配当の基本方針としております。

  当期の期末配当金につきましては、この基本方針に基づき、以下のとお

りといたしたいと存じます。

① 配当財産の種類

　金銭

② 配当財産の割当てに関する事項およびその総額

　当社普通株式１株につき金65円

　総額5,861,745,760円

③ 剰余金の配当が効力を生じる日

　2022年９月29日

第２号議案 定款一部変更の件

１．提案の理由

（１）執行役員制度導入に伴う変更（変更案第14条、第22条ないし第24条）

　執行役員制度導入に伴い、役付取締役を廃し役職の付与対象を執行

役員に変更することから、関連する規定を改廃するものです。

（２）電子提供制度導入（変更案第15条）

　「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１

条ただし書きに規定する改正規定が2022年９月１日に施行され、株主

総会資料の電子提供制度が導入されたことに伴い、次のとおり定款を

変更するものであります。

　　①　株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる

旨を定款に定めることが義務付けられたことから、変更案第15条

（電子提供措置等）第１項を新設するものであります。

　　②　株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる

事項のうち、書面交付を請求した株主に交付する書面に記載する事
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剰余金処分議案、定款一部変更

項の範囲を法務省令で定める範囲に限定することができるようにす

るため、変更案第15条（電子提供措置等）第２項を新設するもので

あります。

　　③　株主総会資料の電子提供制度が導入されたことにより、現行定款第

15条（株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供）の

規定は不要となったため、これを削除するものであります。

（３）補欠監査役選任決議の有効期間の延長（変更案第36条第３項）

　毎期株主総会にて選任決議を行う手続上の負担の軽減のため、補欠

監査役の選任決議の有効期間を監査役の任期に合わせ延長するもので

あります。

（４）上記（１）～（３）の条文の新設または削除に伴い条数の変更を行

い、また付則全体の整理を行うものであります。
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現行定款 変更案

（招集権者および議長）

第14条 株主総会は、取締役会の決議

にもとづき取締役社長が招集

し、議長となる。

２. 取締役社長に事故があるとき

は、取締役会においてあらか

じめ定めた順序に従い、他の

取締役がこれにあたる。

（招集権者および議長）

第14条 株主総会は、取締役会の決議

にもとづき代表取締役が招集

し、議長となる。

２. 代表取締役に事故があるとき

は、取締役会においてあらか

じめ定めた順序に従い、他の

取締役がこれにあたる。

（株主総会参考書類等のインターネッ

ト開示とみなし提供）

第15条 当会社は、株主総会の招集に

際し、株主総会参考書類、事

業報告、計算書類および連結

計算書類に記載または表示を

すべき事項に係る情報を、法

務省令に定めるところに従い

インターネットを利用する方

法で開示することにより、株

主に対して提供したものとみ

なすことができる。

〈削除〉

２．変更の内容

　変更の内容は次のとおりであります。

（下線は変更部分）

－ 43 －



2022/08/24 9:14:22 / 22864775_レーザーテック株式会社_招集通知
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現行定款 変更案

〈新設〉

（電子提供措置等）

第15条 当会社は、株主総会の招集に

際し、株主総会参考書類等の

内容である情報について電子

提供措置をとる。

２. 当会社は、電子提供措置をと

る事項のうち法務省令で定め

るものの全部または一部につ

いて、議決権の基準日までに

書面交付請求をした株主に対

して交付する書面に記載する

ことを要しないものとする。

（役付取締役）

第22条 取締役会の決議により、取締

役の中から取締役社長１名を

選任し、また必要に応じて取

締役会長１名、取締役副社

長、専務取締役および常務取

締役各若干名を定めることが

できる。

〈削除〉

（代表取締役）

第23条 取締役社長は当会社を代表す

る。

２. 前項のほか必要に応じ取締役

会の決議により、取締役の中

から当会社を代表すべき取締

役を選定することができる。

（代表取締役）

第22条 取締役会の決議により、取締

役の中から代表取締役を選任

する。

〈削除〉

－ 44 －



2022/08/24 9:14:22 / 22864775_レーザーテック株式会社_招集通知

剰余金処分議案、定款一部変更

現行定款 変更案

（業務執行）

第24条 取締役社長は当会社の業務を

統括し、取締役会長、取締役

副社長、専務取締役、常務取

締役およびその他の取締役

は、取締役社長を補佐し定め

られた事項を分掌する。

２. 取締役社長に事故があるとき

は、取締役会においてあらか

じめ定めた順序に従い、他の

取締役が取締役社長の職務を

代行する。

〈削除〉

（顧問および相談役）

第25条 （条文省略）

２. 顧問および相談役は、当会社

の業務に関し取締役社長の諮

問に応じるものとする。

（顧問および相談役）

第23条 （現行どおり）

２. 顧問および相談役は、当会社

の業務に関し代表取締役の諮

問に応じるものとする。

（招集権者および議長）

第26条 取締役会は、法令に別段の定

めがある場合を除き、取締役

社長が招集し、議長となる。

２. 取締役社長に事故があるとき

は､ 取締役会においてあらか

じめ定めた順序に従い、他の

取締役がこれにあたる。

（招集権者および議長）

第24条 取締役会は、法令に別段の定

めがある場合を除き、代表取

締役が招集し、議長となる。

２. 代表取締役に事故があるとき

は､ 取締役会においてあらか

じめ定めた順序に従い、他の

取締役がこれにあたる。
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現行定款 変更案

第27条～第37条 （条文省略） 第25条～第35条 （現行どおり）

〈新設〉

（補欠監査役）

第36条 当会社は、会社法第329条第３

項の規定により、法令または

定款に定める監査役の員数を

欠くことになる場合に備え、

株主総会において補欠監査役

を選任することができる。

２. 補欠監査役の選任決議は、第

33条第２項の規定を準用す

る。

３. 補欠監査役の選任決議が効力

を有する期間は、当該決議に

おいて短縮されない限り当該

決議後４年以内に終了する事

業年度のうち最終のものに関

する定時株主総会の開始の時

までとする。ただし、補欠監

査役の監査役就任前に限り、

監査役会の同意を得て取締役

会の決議によりその選任を取

り消すことができる。

４. 補欠監査役が監査役に就任し

た場合の任期は、退任した監

査役の任期の満了すべき時ま

でとする。ただし、前項本文

の選任後４年以内に終了する

事業年度の最終のものに関す

る定時株主総会の終結の時を

超えることができないものと

する。
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現行定款 変更案

〈新設〉

(付則)

26. この定款は、2022年９月28日

から改定実施する。

変更前定款第15条の削除にか

かわらず、2022年９月１日か

ら６ヵ月以内の日を株主総会

の日とする株主総会について

は、変更前定款第15条はなお

効力を有する。

本付則は、2022年９月１日か

ら６ヵ月を経過した日または

前項の株主総会の日から３ヵ

月を経過した日のいずれか遅

い日後、削除する。

27． この定款の前項以外の付則

は、本付則を含め削除する。
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取締役選任議案

候補者
番号

氏　名
当社における
現在の地位

候補者属性

1
くすの

楠

 

　
せ

瀬

 

　
は る

治

 

　
ひ こ

彦 取締役会長 再 任

　

2
お か

岡

 

　
ばやし

林

 

　

 

　

 

　
おさむ

理 代表取締役社長 再 任

　

3
も り

森

 

　
いずみ

泉

 

　
こ う

幸

 

　
い ち

一 専務取締役 再 任

　

4
み

三

 

　
は ら

原

 

　
こ う

康

 

　
じ

司 社外取締役 再 任 社 外 独 立

　

5
か み

上

 

　
で

出

 

　
く に

邦

 

　
お

郎 社外取締役 再 任 社 外 独 立

　

6
い わ

岩

 

　
た

田

 

　
よ し

宜

 

　
こ

子 － 新 任 社 外 独 立

　

再 任

　
再任取締役候補者 新 任

　
新任取締役候補者

社 外

　
社外取締役候補者 独 立 証券取引所の定めに基づく独立役員

第３号議案 取締役６名選任の件

　取締役全員(９名)は、本総会終結の時をもって任期満了となります。今般執

行役員制度導入に伴い取締役の員数を減員いたしますことから、社外取締役３

名を含む取締役６名の選任をお願いいたしたいと存じます。

　取締役候補者は次のとおりであります。
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取締役選任議案

候補者

番　号

氏　　　　　名

(生年月日)

略歴、当社における地位、担当

（重要な兼職の状況）

所有する当

社株式の数

１

くすの せ はる ひこ

楠 瀬 治 彦

(1958年10月26日)

1995年４月 当社入社

1998年１月 技術二部長

2001年３月 技術二部ゼネラルマネージャー

2001年９月 取締役

2003年９月 常務取締役

2003年９月 研究開発部ゼネラルマネージャー

2005年７月 技術業務推進室長

2006年７月 第一事業部長兼半導体第一部長

2007年９月 取締役兼常務執行役員

2009年７月 技術本部長(現任)

2009年９月 代表取締役副社長

2014年７月 マーケティング部長

2014年12月 先端開発室長

2021年８月　取締役会長（現任）

80,558株

（担当）

技術本部、総務部、先端開発室、生産管理部、情報セ

キュリティ

（重要な兼職の状況）

Lasertec U.S.A., Inc. 取締役

Lasertec Korea Corporation 理事

Lasertec Taiwan, Inc. 董事

Lasertec China Co., Ltd. 董事

Lasertec Singapore Service Pte. Ltd. 取締役

（選任の理由）

　楠瀬治彦氏は、当社入社以来、技術開発業務に従事

し、部門長を経て、2001年９月に取締役に就任してい

ます。取締役就任後は、経営全般に関する知見を広

め、2009年９月に代表取締役副社長、2021年8月に取締

役会長に就任し、技術開発や生産基盤の強化に取り組

んでおります。同氏の豊富な経験や見識は、当社グル

ープのさらなる持続的成長に資するものと判断し、引

き続き取締役候補者といたしました。
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取締役選任議案

候補者

番　号

氏　　　　　名

(生年月日)

略歴、当社における地位、担当

（重要な兼職の状況）

所有する当

社株式の数

２

おか ばやし おさむ

岡 林 理

(1958年５月16日)

2001年７月 当社入社

2002年１月 営業部ゼネラルマネージャー

2003年９月 取締役

2005年３月 Lasertec U.S.A., Inc. 社長

2005年９月 常務取締役

2005年９月 Lasertec Korea Corporation 代表理事

2006年７月 営業本部長

2007年９月 代表取締役兼常務執行役員

2008年１月 代表取締役副社長

2009年７月 代表取締役社長(現任)

80,558株

（担当）

経営企画部、関係子会社

（重要な兼職の状況）

Lasertec U.S.A., Inc. 取締役

Lasertec Korea Corporation 理事

Lasertec Taiwan, Inc. 董事

Lasertec China Co., Ltd. 董事

Lasertec Singapore Service Pte. Ltd. 取締役

（選任の理由）

　岡林理氏は、当社入社以来、営業業務に従事し、部

門長を経て、2003年９月に取締役に就任しています。

取締役就任後は、経営全般に関する知見を広め、2009

年７月に代表取締役社長に就任し、強いリーダーシッ

プのもと経営改革を推進しております。同氏の豊富な

経験や見識は、当社グループのさらなる持続的成長に

資するものと判断し、引き続き取締役候補者といたし

ました。
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候補者

番　号

氏　　　　　名

(生年月日)

略歴、当社における地位、担当

（重要な兼職の状況）

所有する当

社株式の数

３

もり いずみ こう いち

森 泉 幸 一

(1960年２月13日)

2004年５月 当社入社

2006年７月 第三事業部ＦＰＤ第二部長

2007年９月 第二事業部第二部シニアエンジニア

2009年２月 第一事業部半導体第二部長

2009年７月 技術二部長

2012年７月 第三営業部長

2012年９月 取締役

2013年７月 第３ソリューションセールス部長

2016年７月 営業本部長（現任）

2019年７月 第２ソリューションセールス部長

2020年１月 Lasertec Taiwan, Inc. 董事長（現任）

Lasertec China Co., Ltd. 董事長（現

任）

2020年７月 常務取締役

2021年８月　専務取締役（現任）

9,958株
（担当）

営業本部、技術二部、技術四部

（重要な兼職の状況）

Lasertec Korea Corporation 理事

Lasertec Taiwan, Inc. 董事長

Lasertec China Co., Ltd. 董事長

（選任の理由）

　森泉幸一氏は、当社入社以来、技術開発業務に従事

し、技術部門や営業部門の部門長を経て、2012年９月

に取締役に就任しています。取締役就任後は、経営全

般に関する知見を広めるとともに、技術開発や営業力

の強化に取り組んでおります。同氏の半導体関連装置

事業やＦＰＤ関連装置事業に関する経験や見識は、当

社グループのさらなる持続的成長に資するものと判断

し、引き続き取締役候補者といたしました。
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候補者

番　号

氏　　　　　名

(生年月日)

略歴、当社における地位、担当

（重要な兼職の状況）

所有する当

社株式の数

４

み はら こう じ

三 原 康 司

(1958年12月４日)

社外取締役候補者

1985年４月 ソニー㈱（現ソニーグループ㈱）入社

2005年６月 ㈱ミナージュ 代表取締役（現任）

2012年４月 静岡理工科大学総合情報学部 准教授

名古屋商科大学大学院 客員教授

2017年４月 千葉工業大学社会システム科学部経営情

報科学科教授

2020年４月 早稲田大学大学院創造理工学研究科教授

（現任）

2020年９月　当社社外取締役（現任）

0株
（選任の理由および期待される役割の概要）

　三原康司氏は、事業法人にて長く企画管理・工場オ

ペレーションなどに従事され、現在は経営システム工

学分野の教育に携わられており、その幅広い見識を当

社の経営に反映していただくため、引き続き社外取締

役候補者といたしました。

　同氏には、アカデミアにおける専門的な見識と事業

法人の経験に基づく客観的な視点から、経営に資する

意見を述べていただくことで、経営の監督機能強化お

よび取締役会の活性化に資する役割を期待しておりま

す。
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候補者

番　号

氏　　　　　名

(生年月日)

略歴、当社における地位、担当

（重要な兼職の状況）

所有する当

社株式の数

５

かみ で くに お

上 出 邦 郎

(1949年６月28日)

社外取締役候補者

1973年４月 日本電子㈱入社

1998年12月 同社半導体事業本部 半導体・エレクトロ

ニクス営業本部 部長

2001年４月 同社半導体事業本部 半導体・エレクトロ

ニクス営業本部 本部長

2006年６月 同社執行役員

2011年６月 同社顧問(半導体関連) 兼 捷歐股份有限

公司 (台湾)董事長、捷伊欧半 体 易有

限公司(中国)董事長

2019年６月　同社顧問(半導体関連) 兼 捷歐股份有限

公司 (台湾)顧問（現任）

2021年９月　当社社外取締役（現任） 0株

（選任の理由および期待される役割の概要）

　上出邦郎氏は、事業法人において長年半導体事業に

従事され、同業界に精通する見識と経験、台湾や中国

での海外事業法人の経営経験を有しており、その高い

見識と豊富な経験を当社の経営に反映していただくた

め、引き続き社外取締役候補者といたしました。

　同氏には、半導体事業で培われた豊富な見識と経験

に基づく有益な助言および提言を述べていただくこと

で、経営の監督機能強化および当社事業強化に資する

役割を期待しております。
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候補者

番　号

氏　　　　　名

(生年月日)

略歴、当社における地位、担当

（重要な兼職の状況）

所有する当

社株式の数

６

いわ た よし こ

岩 田 宜 子

(1956年７月15日)

社外取締役候補者

1979年4月 バンク・オブ・アメリカ東京支店 入社

1989年6月 ビザ・インターナショナル 入社

1992年1月 デュー・ロジャーソン・ジャパン 入社

1994年11月 テクニメトリックス（現トムソン・ファ

イナンシャル）東京支社 入社

2001年2月 ジェイ・ユーラス・アイアール株式会社 

入社

2001年5月 同社 代表取締役（現任）

2014年11月 ヤマト インターナショナル株式会社 社

外取締役（現任）

2021年6月 SMC株式会社 社外取締役（現任）

2021年6月 株式会社海外通信・放送・郵便事業支援

機構 社外取締役

（重要な兼職の状況）

ジェイ・ユーラス・アイアール株式会社 代表取締役

ヤマト インターナショナル株式会社 社外取締役

SMC株式会社 社外取締役

0株

（選任の理由および期待される役割の概要）

　岩田宜子氏は、コーポレートガバナンスおよびIRの

コンサルティングに長らく従事して培われた深い知

見、豊富な国際経験、並びに経営者としての経験と見

識を当社の経営に反映していただくため、新たに社外

取締役候補者といたしました。

　同氏には、中立かつ客観的な立場からコーポレート

ガバナンスおよび国内外の投資家との対話に関して、

専門的知見に基づいた助言と意見をいただくことで、

経営の監督機能の強化と透明性の向上に資する役割を

期待しております。

（注）1. 「所有する当社株式の数」は、2022年６月30日現在の所有株式数を記載しております。

2. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

3. 三原康司、上出邦郎および岩田宜子の３氏は、社外取締役候補者であります。なお、

社外取締役候補者に関する特記事項は以下のとおりであります。

(1) 三原康司氏が在籍していた現ソニーグループ株式会社、岩田宜子氏が在籍してい

たバンク・オブ・アメリカ東京支店、ビザ・インターナショナル、デュー・ロジ

ャーソン・ジャパンおよび現トムソン・ファイナンシャル東京支社と当社との間

には、それぞれ、直近３事業年度にわたり取引はありません。三原康司氏が代表

取締役を務める株式会社ミナージュと当社の間には取引はありません。上出邦郎

氏がその子会社の顧問を務める日本電子株式会社と当社の間には当社製品に関す

る取引がありますが、第59期および第60期における同社に対する売上額が当社売

上額に占める割合は、それぞれ0.03％以下、0.66％以下と僅少であります。岩田

－ 54 －



2022/08/24 9:14:22 / 22864775_レーザーテック株式会社_招集通知

取締役選任議案

宜子氏が社外取締役を務めた株式会社海外通信・放送・郵便事業支援機構、同氏

が代表取締役を務めるジェイ・ユーラス・アイアール株式会社ならびに同氏が社

外取締役を務めるヤマト インターナショナル株式会社およびSMC株式会社と当社

の間には、それぞれ、直近３事業年度にわたり取引はありません。

(2) 三原康司および上出邦郎の両氏は、現在当社の社外取締役であり、その在任期間

は、本総会終結の時をもって三原康司氏は２年、上出邦郎氏は１年となります。

(3) 当社は、三原康司氏および上出邦郎氏の両氏を東京証券取引所の定めに基づく独

立役員として同取引所に届け出ております。本議案が承認可決され、両氏が再任

された場合、当該届出を継続する予定であります。岩田宜子氏につきましても、

本議案が承認可決され、同氏が選任された場合、独立役員として同取引所に届け

出る予定であります。

(4) 当社は、三原康司および上出邦郎の両氏との間で、会社法第427条第１項の規定お

よび当社定款の規定に基づき、同法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締

結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、その職務を行うにあたり善意

でかつ重大な過失がないときは法令の定める最低責任限度額としております。本

議案が承認可決され、両氏が再任された場合、当該責任限定契約は引き続き効力

を有するものとしております。岩田宜子氏につきましても、本議案が承認可決さ

れ、同氏が選任された場合、同様の責任限定契約を締結する予定であります。

4. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契

約を締結しており、当社取締役を含む被保険者の会社の役員としての業務上の行為ま

たは不作為に起因して保険期間中に株主または第三者から損害賠償請求をされた場合

それによって役員が被る損害（法律上の損害賠償金、争訟費用）および損害賠償請求

がされる恐れがある状況が発生した場合、被保険者である役員が損害賠償請求に対応

する為に要する費用の損害を当該保険契約によって塡補することとしております（た

だし、一定の公序良俗に反する行為に基づく損害賠償請求の場合を除く）。各候補者

が取締役に選任され就任した場合は、当該保険契約の被保険者となります。また、当

該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。
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企業経営
研究開発・

製造
営業

グローバル

ビジネス

財務・

会計

法務・

リスクマネ

ジメント

取

締

役

楠瀬 治彦 ● ● ●

岡林 理 ● ● ● ●

森泉 幸一 ● ● ●

三原 康司
1 ● ● ●

上出 邦郎
1 ● ●

岩田 宜子
1 ● ● ●

監

査

役

浅見 公一 ● ● ●

石黒 美幸
2 ●

出雲 栄一
3 ● ●

【ご参考】第３号議案を可決承認いただいた場合（取締役・監査役全体）の当社役員のスキル・

マトリックス

　当社は、経営戦略に照らして、取締役および監査役が備えるべき知識・経験・能力を「企業経

営」「研究開発・製造」「営業」「グローバルビジネス」「財務・会計」「法務・リスクマネジ

メント」と定めております。これらの知識・経験・能力について、各取締役および監査役に対し

て特に期待する分野は下表のとおりです。なお、この表は取締役および監査役が有するすべての

知識・経験・能力を表すものではありません。

1.独立社外取締役　2.社外監査役　3.独立社外監査役
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氏　　　　　名

(生年月日)

略　　　　　　　歴

（重要な兼職の状況）

所有する当

社株式の数

みち

道 あ ゆ み

(1966年１月16日)

補欠社外監査役候補者

1988年４月 日本電信電話㈱ 入社

1995年４月 弁護士登録（東京弁護士会）

　　　　　　松尾綜合法律事務所 入所

2001年５月　ニューヨーク大学ロースクール（LL.M）

修了

2005年４月 龍谷大学大学院法務研究科客員教授

　　　　　　弁護士法人渋谷パブリック法律事務所 

入所

2009年４月 早稲田大学大学院法務研究科教授（任期

付き）

　　　　　　弁護士法人早稲田大学リーガル・クリニ

ック入所（現任）

2015年10月 日本弁護士連合会事務次長

2018年４月 東京弁護士会副会長

2019年４月 日本司法支援センター本部事務局長

2022年２月 ㈱新生銀行 社外取締役（現任）

（重要な兼職の状況）

㈱新生銀行 社外取締役

弁護士法人早稲田大学リーガル・クリニック所属弁護

士

0株

（選任の理由）

　道あゆみ氏は、社外役員となること以外の方法で会

社経営に関与したことはありませんが、弁護士会等で

の要職を含め、弁護士としての専門的知識と豊富な経

験を有していることから、かかる知見・経験に基づき

多角的な観点で客観的・中立的な監査の妥当性を確保

していただくことを期待して、新たに補欠監査役候補

者といたしました。

第４号議案 補欠監査役１名選任の件

　2021年９月28日開催の第59期定時株主総会において選任いただいた補欠監査

役齋藤侑二氏の選任の効力は本総会開始の時までとされており、法令に定める

監査役の員数を欠くことになる場合に備え、改めて補欠監査役１名の選任をお

願いいたしたいと存じます。

　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　補欠監査役候補者は次のとおりであります。

（注）1. 「所有する当社株式の数」は、2022年６月30日現在の所有株式数を記載しております。

2. 候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
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3. 道あゆみ氏は、補欠の社外監査役候補者であります。なお、補欠の社外監査役候補者

に関する特記事項は以下のとおりであります。

(1) 同氏が社外取締役を務める株式会社新生銀行と当社との間には、直近３事業年度

にわたり借入を含む銀行取引はありません。

(2) 同氏が社外監査役に就任した場合には、東京証券取引所の定めに基づく独立役員

として同取引所に届け出る予定であります。

(3) 同氏が社外監査役に就任した場合には、当社は同氏との間で、会社法第427条第１

項の規定および当社定款の規定に基づき、同法第423条第１項の賠償責任の限度額

を法令の定める最低責任限度額とする責任限定契約を締結する予定であります。

4. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契

約を締結しており、当社取締役を含む被保険者の会社の役員としての業務上の行為又

は不作為に起因して保険期間中に株主または第三者から損害賠償請求をされた場合そ

れによって役員が被る損害（法律上の損害賠償金、争訟費用）および損害賠償請求が

される恐れがある状況が発生した場合、被保険者である役員が損害賠償請求に対応す

る為に要する費用の損害を当該保険契約によって塡補することとしております（ただ

し、一定の公序良俗に反する行為に基づく損害賠償請求の場合を除く）。同氏が社外

監査役に就任した場合は、当該保険契約の被保険者となります。また、当該保険契約

は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。

第５号議案 取締役賞与支給の件

当期末時点の取締役５名（社外取締役を除く）に対し、当期の業績等を勘案

して、取締役賞与を総額800,878,000円支給することといたしたいと存じま

す。また、当社の取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針は事業報告

20ページに記載のとおりであります。

本議案は、会社業績や各取締役の担当事業の業績を総合的に勘案しつつ、指

名・報酬委員会の答申を踏まえ取締役会で決定しており、相当であると判断し

ております。

以上

－ 58 －



2022/08/24 9:14:22 / 22864775_レーザーテック株式会社_招集通知

地図

開催日時

2022年9月28日(水)午後３時(受付開始:午後２時)

お間違えのないようにお願い申しあげます。

株主総会会場ご案内図

※事前参加申込制とさせていただきますのでご注意ください。

詳しくは本招集ご通知４・５ページをご確認ください。

会　場 神奈川県横浜市港北区新横浜三丁目４番地

新横浜プリンスホテル　３階　ノクターン

下車駅 ＪＲ横浜線「新横浜駅」北口改札より徒歩５分

市営地下鉄「新横浜駅」出口３Aより徒歩３分

至横浜
至菊名

東海道新幹線 至東京

横浜アリーナ
方面出口

地下鉄新横浜駅

篠原口

ＪＲ横浜線

至小机

至あざみ野

至小田原

環状２号線

駐車場入口

(出口３Ａ)

ＪＲ新横浜駅

新横浜プリンスホテル

会場

プリンスペペ

マクドナルド

ホ
テ
ル
連
絡
口

ホ
テ
ル
正
面
玄
関

横
浜
ア
リ
ー
ナ

※ 株主の皆様へのお土産の配布および株主懇親会等は予定しておりませんので、あら

かじめご了承いただきますよう、よろしくお願い申しあげます。


